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建築行政共用データベースシステム連絡協議会設立趣意書 

 

近年、建築物におけるアスベストの健康被害、構造計算書偽装事

件、昇降機等の人身事故など建築物及び昇降機等の安全に関わる問

題が噴出している。また、構造計算書偽装事件を契機として、建築

行政への信頼が大きく揺らぐとともに、国民の間に建築物の安全性

に対する大きな不安が生じた。 

こうした中、国、特定行政庁及び指定確認検査機関等においては、

既存建築物に関する情報の蓄積や、建築士、建築士事務所及び指定

確認検査機関等の情報の共有化は十分とはいえない状況にあり、社

会資本整備審議会答申「建築物の安全性確保のための建築行政のあ

り方について」（平成１８年８月）においては、「国及び都道府県、

特定行政庁における監督体制、審査体制の強化と建築物ストック情

報の充実」について早急に対応することが求められている。 

建築確認・検査の厳格化等を図るための改正建築基準法について

は、本年６月２０日に施行され、また、建築士及び建築士事務所の

業務の適正化を図るための改正建築士法については、来年中に施行

される予定であるが、これらの法改正を実効性のあるものとするた

めには、建築士、建築士事務所等の登録情報及び住宅・建築物のス

トック情報等を総合的に管理、提供できるデータベースシステムの

構築、整備が不可欠である。 

データベースシステムの構築と適切な運用に当たっては、国、都

道府県及び各機関等において管理されている建築士等の情報並びに

特定行政庁及び指定確認検査機関が保有する建築物等の情報に関し

て相互に連携が図られる必要がある。 

データベースシステムの利用者となる関係各機関が相互に協力し、

意見及び要望を反映し、よりよいシステムを構築していくことが重

要となることから、今般、建築行政共用データベースシステム連絡

協議会を設立しようとするものである。 


